





























































































農組織が存在しない等の特徴をもつ中国地域以外の 3 地域 (福島県内 1 地域；
3 
 
大字単位、愛媛県内 2 地域；いずれも公民館区単位 )が設定された。  





および定年後就農行動の規定要因をそれぞれ明らかにする (第 3 章・第 4 章 )、
②農業生産組織化の局面で条件不利性となる「過疎・高齢化の進行」について
は、リーダーの存在構造と農業生産組織化に対するリーダーと住民の意識レベ
ルとの関係性を明らかにする (第 5 章・同章補論 )、③「広範な畦畔法面の存
在」については、それがもたらす畦畔草刈作業の負担を軽減する、すなわち同
作業の省力化による経営的効果の観点から「担い手型」中山間集落営農組織成










































































法面の存在」に設定し、第 3 章、第 4 章では農業経済学、第 5 章、同章補論
では農村社会学、第 6 章、第 7 章では農業経営学の各分野の手法を援用する
6 
 
ことで、水田作担い手経営成立の可能性と条件の解明という課題に対して多角
的・実証的接近を試みた。このことにより、補助金制度・政策、農村政策、技
術開発部門・政策の各方面に対して有用な示唆を与えることができたと考えて
いる。  
同時に条件不利地域農業のあり方を巡っては近年、農業以外の産業の振興を
前提とした論調が弱くはない中で本研究は、独自の視点で水田作担い手経営成
立にとっての条件不利性をとらえ、具体的対応策を提示しつつその成立の可能
性と条件を見出したという意味で、条件不利地域の農業研究に新たな分析視点
を提供するものと考えている。  
